
 

問 40：社員が精神障害を発症してしまった場合、会社どのような手続きを行えばよいので

しょうか。また、精神障害が労災と認められるのはどのような場合でしょうか。 

 

 

【回答】 

労災保険の請求は、被災労働者（死亡事故の場合はその遺族）自身の手続が原則です

が、現実には会社が代行するのが普通です。というのは、労災保険の請求には事業主

の証明が必要とされているため、災害発生の年月日をはじめとして、その原因、発生

状況、勤務状態などを証明しなければならないからです。 

 

また、休業補償給付などの請求に際しては、平均賃金や休業期間なども計算しなけ

ればなりませんが、これも会社の協力があってのことになります。 

 

こうした事務作業は、事業主の義務とされているのです。特に、被災労働者自身が入

院などしていて、自分では手続ができない場合には、会社が助力しなければならない

ことになっています（いずれも労災保険法施行規則第 23 条によります。）。 

 

また、万が一、被災労働者が死亡したり、4日以上休業したときには、労働者死傷病

報告を、遅滞なく労働基準監督署に提出しなければなりません。 

 

なお、労災保険の請求窓口は、事業場の所在地を管轄する労働基準監督署です。労働

基準監督署では、手続についての相談も受け付けています。 

 

さて、精神障害は、さまざまな要因が複雑に作用して発病するものですから、仕事上

の悩みを抱えていたようだ、というだけでは業務に原因があるとは断定できません。 

 

そこで、どのような業務が、労働者にどの程度の負荷となっていたのかを客観的に

検討して業務起因性を判断することになります。 

 

（参考通達） 

 平成 23年 12 月 16 日 基発 1226 第 1号 

 厚生労働省 HP「精神障害の労災補償について」 

 

  

http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/rousaihoken04/090316.html


※ 当財団発行「精神障害の労災認定のしくみ」（抜粋・一部修正） 

 

【認定事例】事案の概要：被災者は、物流会社の契約社員として荷物の仕分け作業に従事

していたところ、人員削減と繁忙期が重なり、長時間の時間外労働が続き、「疲れた、

辞めたい」と家族に訴えた。言動がおかしかったため、家族は病院へ行くよう強く勧

めたが、受診することなく自殺した。 

 

 

【判断のポイント】 

① 被災者は、精神障害を発病していたか 

② 別表 1「業務による心理的負荷評価表」の項目 16「1 か月に 80時間以上の時間外労

働を行った」における評価 

 

【業務上外の判断】 

① 関係資料や地方労災医員協議会協議会精神障害等専門部会等の意見から、被災者は、

精神障害（うつ病エピソード）を発病していたと認められること 

② 短期アルバイトを経て、契約社員となり、2年以上継続して所定労働時間である午前

7時から午後 4時（休憩 1時間）まで働き、この間、月平均 20 時間程度の時間外労働

があったこと 

③ その後、人員削減で被災者が所属する作業班は、20 人から 12人まで減らされたこと

により時間外労働時間が増加し、さらに、お盆、年末年始の繁忙期とも重なり、発病前

6か月間の時間外労働時間数は、「1月 103 時間」「12 月 122 時間」「11月 110 時間」「10

月 90 時間」「9月 86 時間」「8月 107 時間」「7月 122 時間」であった。また、同僚も同

程度の時間外労働を行っており、この業務では、通常、この程度の時間外労働を要す

るものであった。 

長時間労働以外には、特段の業務による出来事は認められなかったこと 

これらのことから、被災者の発病の原因となった業務による出来事は、別表 1 の項

目 16「1か月に 80 時間以上の時間外労働を行った」に該当する。 

認定した事実を項目 16に当てはめて評価すると、発病直前の連続した 3か月間に、

1 月当たりおおむね 100 時間以上の時間外労働を行い、その業務内容が通常その程度

の労働時間を要するものであったことから「強」と評価されること 

④ 業務以外の出来事による心理的負荷については、特段の問題は認められず、また、

個体側要因についても精神障害の既往歴はなく、生活史、アルコール依存状況、性格

傾向等について特段の問題が認められなかったこと 

 

これらのことから、業務による心理的負荷の総合評価は「強」であり、業務以外の出

来事、個体側要因に特段の問題がないことから、業務により強い心理的負荷を受けて

発病したものと認められ、「うつ病エピソード」により正常の常識、行為選択能力が著

http://www.rousai-ric.or.jp/tabid/528/catid/1/Agg1254_SelectTab/1/Default.aspx#pdid_8


しく阻害され、または、自殺行為を思いとどまる精神的な抑制力が著しく阻害された

状態で自殺したものと判断され、労災と認定された。 

 

（参考通達） 

 平成 23年 12 月 16 日 基発 1226 第 1号 

 

 


